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1. はじめに 

 農林水産省ほかが平成 20 年に作成した「ライフサイ

クルマネジメントのための海岸保全施設維持管理マニ

ュアル（案）～堤防・護岸・胸壁の点検・診断～」 1)

では、海岸構造物の調査の際、簡易的な目視による一

次点検と変状が認められた場合により詳細な二次点検

を行うことが求められるなど、海岸保全施設の維持管

理に関する一定の方向性が示された。しかしながら、

海岸構造物は長大であり、調査には多大な労力を要す

る。このことなどが原因となって、現状では海岸保全

施設に対する調査数が十分ではないために調査データ

が蓄積されておらず、施設に顕在化している劣化現象

を把握しきれてない。以上の背景に基づき、本論文で

は海岸保全施設の胸壁に対して、ひび割れ幅の測定等

を含む詳細な現地調査を実施した。これらの調査デー

タを確率統計手法に基づき評価し、海岸保全施設にお

ける劣化の進行の特徴を整理した。 

 

2. 現地調査概要 

2.1 対象施設 

国内の 4 海岸にあるコンクリート胸壁を対象とした

現地調査を実施した。対象施設の概要を表－1 に示す。

目視による簡易調査を行い、劣化が著しく進行してい

る領域に対して詳細に調査を行った。なお、本調査に

おいては目地と目地に挟まれた区間を 1 スパンとして

いる。 

 

2.2 調査項目および方法  

 本調査においては、胸壁に作用した外力あるいはコ

ンクリートの収縮によって生じたと考えられる鉛直方

向のひび割れに対し、クラックスケールを用いてひび

割れ幅を測定した。施工時の初期不良等が原因と考え

られる横方向のひび割れは考慮していない。また、衝

撃弾性波装置を用いて構造物表面の弾性波伝播速度を

測定した。 

 

3. 調査結果 

3.1 ひび割れ幅 

既往の研究では、ひび割れ幅の大きさがひび割れに

おける貫通の有無や構造物の耐力低下に関係すること

がわかっている 2)。つまり、構造性能に大きな影響を与

えると考えられるひび割れの貫通の可能性は、ひび割

れ幅が大きくなるに従い高くなると推測される。本論

文では、ひび割れ中の最大ひび割れ幅の推定に有用で

あると考えられるひび割れ幅の分布特性と極値分布へ

の適合度を評価した。極値分布とは最大値や最小値な

どが漸近的に従う分布であり、河川の氾濫、最大風速、

最大降雨量、金融におけるリスク等の分布に適用され

る。 

各極値分布型の確率分布関数を式(1)～(3)に示す。α

および β は各極値分布のパラメータで、x は確率変数で

ある。各分布におけるこれらのパラメータは最尤法に

よって推定した。図－1 および図－2 に比較的データ数

の多い D および B 海岸における各極値分布の確率密度

関数 f(x)と最大ひび割れ幅の度数分布を示す。これらの

図より、最大ひび割れ幅の度数分布の形状はやや左側

に集中しており、右側に裾の長い分布型であることが

分かった。また、確率紙により各極値分布への適合度

を評価した。確率紙へのプロットの例として，D 海岸

でのひび割れ幅の分布について、Gumbel 分布に対する

データの適合度を確率紙上に示す(図－3)。このとき、

プロットしたデータが直線に近いほど決定係数 R2 が大

きく、その分布型の適合度が高いと言える。各施設の

各極値分布の決定係数 R2 を表－2 に示す。これより、

データ数の少ない A 海岸を除いて、いずれの海岸にお

いても Gumbel 分布および Weibull 分布への適合度が高

いということがわかる。 

表－1 対象施設の概要 

 

全延長(m) 竣工年度 調査スパン数

A海岸 292 2010 31

B海岸 528 1960 53

C海岸 165 1974 11

D海岸 252 1982 27
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3.2 弾性波速度 

 コンクリート構造物中を伝わる弾性波速度は、圧縮

強度と相関があることがわかっている 3)。しかしながら、

コンクリートの状態によって測定結果にばらつきが生

じることがある。そのため、調査の際の測定データの

信頼性向上のため、施設のパラメータによって弾性波

速度のばらつきを類型化する必要がある。図－4 および

図－5 に、それぞれ B 海岸および A 海岸における弾性

波伝播速度の度数分布を示す。これらより，対象構造

物毎に弾性波伝播速度の度数分布は異なる傾向を示し

た。図－6 に各施設の供用年数と測定された弾性波伝播

速度の変動係数の関係を示す。同図より、弾性波伝播

速度は、供用年数が長くなるにつれてばらつきが大き

くなる傾向がみられた。これは、コンクリートの劣化

が均一に生じないことに起因するものと考えられる。  

 

4. まとめ 

 本論文において得られた結論は以下のとおりである。 

1) 施設ごとに最大ひび割れ幅を抽出したデータの極

値分布への適合度を評価した結果、十分な標本数が

得られた場合、Gumbel 分布および Weibull 分布に高

い適合度を示していることがわかった。 

2) 施設を構成するコンクリートの弾性波伝播速度は、

供用年数が長いほど測定時のばらつきが大きくな

ることがわかった。 
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図－1 確率密度関数(D 海岸)     図－2 確率密度関数(B 海岸)    図－3 確率紙(D 海岸：Gumbel 分布) 

     

                     図－4 弾性波伝播速度(B 海岸) 図－5 弾性波伝播速度(A 海岸) 
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表－2 各施設の極値分布への適合度 

 
図－6 弾性波伝播速度の変動係数と供用年数の関係 
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